




２ 広域連合長は、前項の規定により選定した指名業者に対して、次に掲げる事項を記載した提

案要請書により提案書の提出を要請するものとする。 

（１）業務の概要（業務の名称、目的、内容、履行期間、提案上限額等） 

（２）参加意思確認に関する事項（提出期限、提出方法及び提出場所等） 

（３）プロポーザル方式に係る全体スケジュール 

（４）提案書の作成に関する事項（提案書の作成方法、提案内容、提案書の様式及び部数、提出

方法、提出期限、記入上の注意、質疑応答等） 

（５）ヒアリングに関する事項 

（６）審査方法に関する事項 

（７）審査結果の通知等に関する事項 

（８）その他必要な事項 

３ 提案書の提出を要請された者は、広域連合長が指定する日までに書面により要請の承諾又は

辞退の意思を表明しなければならない。 

 （公募型の実施） 

第１０条 公募型を実施する場合は、次に掲げる事項を広域連合ホームページに掲載し、公募す

るものとする。 

（１）業務の概要（業務の名称、目的、内容、履行期間、提案上限額等） 

（２）公募型参加資格要件に関する事項 

（３）参加申込に関する事項（参加申込書の提出期間、提出方法及び提出場所等） 

（４）提案書の作成に関する事項（提案書の作成方法、提案内容、提案書の様式及び部数、提出

方法、提出期限、記入上の注意、質疑応答等） 

（５）ヒアリングに関する事項 

（６）審査方法に関する事項 

（７）審査結果の通知等に関する事項 

（８）その他必要な事項 

２ 前項の規定による公募に応募しようとする者は、当該公募において指定する日までに、広域

連合長に対して、参加表明に係る書面及び必要な書類を提出しなければならない。 

３ 広域連合長は、前項の規定による参加表明に係る書面を提出した者に対し、参加資格の確認

の結果を書面により通知するものとする。 

４ 前項の通知を行う場合、参加資格が認められなかった者に対しては、参加資格が認められな

かった旨及びその理由を記載するものとする。 

５ 第３項の規定による参加資格が認められなかった旨の通知を受けた者は、広域連合長に対し

て、書面によりその理由についての説明を求めることができるものとする。 

 （説明会の実施） 

第１１条 広域連合長は、対象業務の性格上、第９条第１項の規定による指名業者又は第１０条

第３項の規定による参加資格が認められた旨の通知を受けた者と対面で説明を行わないと適切

な提案が行われないおそれがある場合は、説明会を実施することができる。 

２ 公募型における前項の説明会は、前条第２項の規定による参加表明に係る書面の提出期限前

に行うことができる。 

 （提案書の提出） 



第１２条 第９条第３項の規定による提案書の提出の要請を承諾した者又は第１０条第３項の規

定による参加資格が認められた旨の通知を受けた者は、所定の期日までに提案書を提出するも

のとする。 

２ 提案書の提出後は、原則として提案書に記載された内容の変更を認めないものとする。ただ

し、変更を認めないことにより広域連合の利益を損なうことが明らかであると広域連合長が認

めた場合は、この限りでない。 

３ 提案書の作成及び提出に要する費用は、提案書を提出した者（以下「提案書提出者」とい

う。）の負担とする。 

４ 提出された提案書は、返却しないものとする。 

５ 提出された提案書は、受注候補者の特定及び受注者決定後の契約を目的として使用するもの

とし、公表その他の目的のために使用する場合は、あらかじめ提案書提出者の許諾を得るもの

とする。 

 （受注候補者の特定） 

第１３条 特定委員会は、提案書及びヒアリングを実施した場合における提案の内容について、

評価基準に基づく評価及び審査を行い、対象業務の目的及び内容に最も適した者を受注候補者

として特定するものとする。 

 （提案書提出者が多数の場合の措置） 

第１４条 特定委員会は、公募型における提案書提出者が多数あり、受注候補者の特定に著しい

支障が生じると認められる場合は、あらかじめ定めた評価基準に基づき提案書の事前評価を行

い、基準を満たした提案書についてのみ、ヒアリングを行うことができるものとする。 

 （プロポーザル方式の延期又は中止） 

第１５条 広域連合長は、天災等の不可抗力による場合又はプロポーザル方式を公正に執行する

ことができないおそれがあると認めた場合は、既に通知及び公募した事項の変更又は当該プロ

ポーザル方式を延期若しくは中止することができる。 

（提案書提出者の参加資格喪失） 

第１６条 対象業務について、参加資格を認めた後において、次の各号のいずれかに該当すると

きは、提案ができないものとし、既に提出された提案書は無効とする。 

（１）第４条に規定する参加資格を満たさないこととなったとき。 

（２）提案書その他書類に虚偽の記載をしたことが判明したとき。 

２ 広域連合長は、前項の場合において、当該提案書提出者に対し、提案を行うことができない

理由を付して通知しなければならない。 

３ 受注候補者として特定した者が第１項の規定により無効となったときは、第１３条の評価及

び審査において次点となった者を受注候補者として特定することができるものとする。 

 （受注者の決定） 

第１７条 広域連合長は、特定委員会から受注候補者の特定について報告を受けた場合は、受注

者として決定するものとする。 

２ 広域連合長は、受注者として決定した者（以下「決定者」という。）に対し、書面により受

注者として決定した旨及び審査結果を通知するものとする。 

３ 広域連合長は、受注者として決定しなかった者（以下「非決定者」という。）に対し、書面

により受注者として決定しなかった旨、決定者名及び審査結果を通知するものとする。 



４ 決定者及び非決定者は、審査結果に対し苦情を申し立てることはできない。 

（審査結果の公表） 

第１８条 広域連合長は、受注者を決定したときは、次に掲げる事項について広域連合ホームペ

ージに掲載し、公表するものとする。 

（１）業務の名称等 

（２）決定者の氏名及び住所 

（３）審査結果一覧表（非決定者名は除く。） 

 （契約の締結） 

第１９条 広域連合長は、決定者と当該対象業務について随意契約の方法により契約を締結する

ものとする。 

２ 広域連合長は、前項の契約に係る仕様書の作成に当たっては、決定者と協議し、提案書に係

る提案内容の一部を変更し、仕様の内容を決定することができる。 

３ 広域連合長は、契約の締結に当たり、前項の仕様書を提示し、決定者から見積書を徴するも

のとする。 

４ 長崎県後期高齢者医療広域連合契約規則（平成１９年規則第６号。以下「契約規則」とい

う。）第２６条第１項の決定をした日とは、前項の見積りにより契約の相手方として決定した

日とする。 

５ 当該対象業務が長崎県後期高齢者医療広域連合議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例（平成１９年条例第１０号）第２条及び第３条に該当する場合は、契約規

則第３１条の規定に基づき議会の議決を得たときに本契約を締結することを内容とする契約を

締結するものとする。 

（委任） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、広域連合長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３０年２月２１日から施行する。 
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